
要介護認定適正化事業に
ついて

埼玉県福祉部地域包括ケア課

令和８年度介護認定審査会研修会

埼玉県のマスコット「コバトン」「さいたまっち」



介護認定審査会として付する意見STEP3

認定有効期間の設定及び要介護状態の軽減または悪化の防止のために
必要な療養についての意見を付することができます。

一次判定の修正・確定STEP1

基本調査項目の定義に照らして、選択された調査結果が特記事項や主治医
意見書と整合性が取れているかの確認を行い、必要に応じて修正してください。

介護の手間にかかる審査判定STEP2

介護の手間の多少を議論し、一次判定を変更する場合は、特記事項・
主治医意見書の具体的記載を変更理由として、事務局に報告します。

状態の維持・改善可能性にかかる審査判定
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第二号被保険者の「特定疾病」に関する確認

介護認定審査会での審査判定の概要



pp.17～19

※ 主治医意見書は、認定調査と異なる視点（定義）から作成されている。
 ➢ 主治医意見書と認定調査結果が異なる場合でも、主治医意見書の記載内容が

  認定調査項目の定義に当てはまるという根拠がない場合は、修正できない。

基本調査項目の定義に照らして、選択された調査結果が特記事項や

主治医意見書と整合性が取れているかを確認し、必要に応じて修正する
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審査判定の留意事項①

一次判定の修正・確定STEP1

• 調査上の単純ミス（定義と特記事項の不整合）

• 実際に試行した結果と、日頃の状況が異なる場合（能力の項目）

• より頻回な状況で選択している場合（介助の方法の項目）

• 不適切な状況と調査員が判断する場合

• 認定調査員が選択に迷った項目

• 特別な医療

• 障害/認知症高齢者の日常生活自立度

一次判定の修正・確定における議論のポイント



○ 介護の手間が、通常の例より少ない／多い

○ 一次判定結果に反映されていない介護の手間（頻度の少ない）

○ BPSD関連の行動に伴う介護の手間

○ 対応した項目が設定されていない介護の手間

pp.17～19

50.0分 70.0分 90.0分要介護２ 要介護３

64.8分

※ 一次判定結果から要介護状態区分を変更する際には、特記事項及び主治医意見書
の記載内容から理由を明らかにし、これを記録する。（「審査会委員テキスト」p.21）

特記事項等から具体的な介助量を確認し、区分の境界を超えるほどの

「介護の手間」があるか、一次判定を変更する必要があるかを検討する

介護認定審査会では
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審査判定の留意事項②

介護の手間にかかる審査判定 ①STEP2

検
討
項
目

特記事項及び主治医意見書の具体的な介護の手間の
記載から介護度を上げたり、下げたりする必要があるか検討



4

介護の手間が通常の例よりも少ない／多いと考えられるケース

【同じ選択肢でも介助の量が異なる例】

2-4 食事摂取 「一部介助」
A 最初の数口は、自己摂取だが、すぐに食べなくなるため、残りは全て介助している。

B ほとんど自分で摂取するが、器の隅に残ったものを介助者がスプーンですくって食べさせている。

一次判定結果に反映されていない介護の手間（頻度の少ない）

【「介助されていない」を選択したが、介助がある例】

2-2 移動 「介助されていない」
居室の隣にあるトイレまでの移動（５回程度／日）など、通常は介助なしで行っているが、
居室から離れた食堂（３回／日）及び浴室（週２回）への車イスでの移動は全介助となる。
より頻回な状況から「介助されていない」を選択する。

一次判定に反映されていない介護の手間の例
「審査会委員テキスト」

p.22,23

審査判定の留意事項③

介護の手間にかかる審査判定 ②STEP2
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① 既に一次判定結果に含まれている認定調査項目と主治医意見書の内容
「排泄が一部介助である」等、既に基本調査で把握されている内容は一次判定に加味され

ているため、変更の理由にならない。
ただし、通常の例に比べより介護の手間を多く要する（少なくてすむ）と考えられる内容につい
ては、特記事項又は主治医意見書の記載を基に二次判定で評価できる。

② 特記事項・主治医意見書に具体的記載がない(根拠がない)事項
「認知症があるので手間がかかる」等の介護の手間が具体的に記載されていない情報を理由

に変更できない。変更を行う場合は、具体的にどのような手間が生じているのかを特記事項又は
主治医意見書から明らかにする必要がある。

一次判定変更の理由にならない事項 ①

③ 介護の手間にかかる時間と直接的に関係ない事項
高齢であることや時間を要するとの記載だけを理由に変更できない。
ただし、高齢であることによって、コンピューターでは反映できない介護の手間が具体的に発生し
ている場合に、それを明らかにした上での変更は可能

「審査会委員テキスト」p.25

審査判定の留意事項④

介護の手間にかかる審査判定 ③STEP2
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④ 住環境や介護者の有無
施設・在宅の別、住環境、介護者の有無を変更の理由にはできない。
ただし、住環境が原因でコンピューターでは反映できない介護の手間が具体的に発生している
場合に、それを明らかにした上での変更は可能

⑤ 本人の希望、現在受けているサービスの状況
本人の希望、現在受けているサービスは、申請者の心身の状況及び介護の手間とは直接関係
ないため、一次判定の変更理由とはならない。

⑥ 過去の審査判定資料及び判定結果
要介護認定は現在の状態に基づいて判定することから、過去の申請結果との比較を理由に変
更することは適切ではない。
ただし、前回の要介護度と著しく異なる結果が一次判定で示されている場合などに、前回要介
護度の判定理由や入院履歴を確認することは問題ない。

審査判定の留意事項⑤

介護の手間にかかる審査判定 ④STEP2

一次判定変更の理由にならない事項 ② 「審査会委員テキスト」p.25



認知機能や思考・感情等の障害により予防給付の利用の理解が困難か

（合議体が判断した認知症高齢者の日常生活自立度がⅡ以上かＭ）

困難でない・自立又はⅠ 困難・Ⅱ以上かＭ

概ね６か月以内に心身の状態が悪化し 介護の手間

が増大することによる要介護度の再検討の必要があるか
要介護１

要介護１要支援２

ない ある

判定の際に留意すべき点

① 介護の手間の多少や病状の軽重等のみで判断はしない。

② 主治医意見書の「症状としての安定性」が不安定になっていることのみをもって「状態不安定」
とはしない。

③ 病名や加療の状況のみで「状態不安定」とはしない。

④ 本人の希望、現在受けているサービスの状況では判断しない。

「審査会委員テキスト」p.27
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状態の維持・改善可能性にかかる審査判定
〔要支援２と要介護１の振分け〕

有効
期間

「審査会委員テキスト」p.28

予防給付
の理解に
ついて検討

審査判定の留意事項⑥

介護の手間にかかる審査判定 ⑤STEP2

状態不安定による要介護１の場合、
６か月以下の期間に設定することが適当
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申請区分等
原則の

認定有効期間
設定可能な

認定有効期間の範囲

新規申請 ６か月 ３か月～１２か月

区分変更申請 ６か月 ３か月～１２か月

更新申請※
要介護度が更新前後で異なる １２か月 ３か月～３６か月

要介護度が更新前後で同じ １２か月 ３か月～４８か月

有効期間の原則

※ 状態不安定による要介護１の場合は、６か月以下の期間に設定することが適当です。

認定有効期間を原則より短期間に定めるのは、原則の有効期間が満了する前に
現在の要介護状態区分が変化すると考えられる場合で、以下の状況が該当します。

◆審査対象者の身体上又は精神上の障害の程度が６か月以内において変動しやすい状態
にあると考えられる場合（状態の維持・改善可能性の審査判定で「疾病や外傷等により、
心身の状態が安定していない状態」とし、要介護１と判定したものを含む）

◆施設から在宅、在宅から施設に変わる等、置かれている環境が大きく変化する場合等、審
査判定時の状況が変化しうる可能性があると考えられる場合

◆その他、介護認定審査会が特に必要と認める場合

「審査会委員テキスト」p.30

審査判定の留意事項⑦

介護認定審査会として付する意見STEP３



１ 要介護認定適正化事業とは

9

要介護認定適正化事業(技術的助言事業)

■ 各自治体における要介護認定の適正化に向けた取組の支援を目的に、

  厚生労働省が平成19年度から実施

■ 国の認定適正化専門員が、自治体の介護認定審査会を傍聴し、主に

① 認定調査（基本調査の選択、特記事項）

② 介護認定審査会の運営方法（審査判定手順）

を対象として具体的な技術的助言や情報提供を行う。

【実施自治体】 Ａ市

【実 施 日 時】 令和８年１月２８日（水）

【実 施 方 法】 オンラインで実施

【実   施   者】 認定適正化専門員、適正化事業事務局

２ 令和７年度 要介護認定適正化事業
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令和７年度 要介護認定適正化事業の実施結果 ①

一次判定の修正・確定

・ 「一次判定の修正・確定」の手続きが省略されていた。

・ 「一次判定の修正・確定」は二次判定の前提となる重要な手続きであるため、漏れの

ないよう、確実に実施する必要がある。

・ 審査会での進め方としては、事例ごとに「この調査結果で確定してよろしいですか。」と

確認し、合議を行うのが基本である。

助言等の内容
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令和７年度 要介護認定適正化事業の実施結果 ②

介護の手間に係る審査判定

・ 合議の結果、介護の手間がかかることを理由として、一次判定「要介護１」を「要介

護２」に重度変更した。

・ 一次判定を重度変更または軽度変更する場合には、その判断に至った根拠を明確に

する必要がある。

・ 主治医意見書や認定調査票の特記事項のどの記載内容から、一次判定よりも介護

の手間がかかる（あるいはかからない）と判断したのかを、合議の中で整理し、理由を

特定し明示した上で、変更する。

助言等の内容
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令和７年度 要介護認定適正化事業の実施結果 ③

状態の維持・改善可能性に係る審査判定

・ 「要支援２」と「要介護１」の振り分けにおいて「要介護１」と判定された案件があった。

・ 「要介護１」と判断する場合には、「認知機能の低下」を理由とするのか、あるいは「状

態不安定」を理由とするのか、いずれに基づく判断であるかを明確にする必要がある。

助言等の内容



13

令和７年度 要介護認定適正化事業の実施結果 ④

介護認定審査会として付する意見

・ 状態がどの程度継続するのかという視点に基づく認定有効期間の設定が行われてい

なかった。

・ 事例ごとに、どの程度の認定有効期間が適切であるかについて、合議の上決定する必

要がある。

・ 仮に、最長期間を基本とする運用を採用している場合であっても、状態が安定してい

ない事例については、機械的に延長するのではなく、原則期間またはそれより短い期間

を設定することについての議論が妨げられることのないよう配慮する。

助言等の内容
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令和７年度 要介護認定適正化事業の実施結果 ⑤

その他質疑応答

① 要介護状態区分が大きく下がる場合、どのように審査判定を行えばよいか。

② 本人が介護サービスの利用を拒否する一方、家族は利用を勧めている場合、どの

ような対応を行えばよいか。

① 要介護状態区分が下がった場合のサービス利用量の変化を議論することは妨げられ

ていないが、サービスの増減を直接の理由に区分を決定することは避ける必要がある。

② 必要に応じて、 「本人の心身状態から、早期のサービス利用をお勧めします。」等の

主体的なサービスの選択を制限しない内容で、「療養に関する意見」を付す対応を行う

ことが望ましい。

助言等の内容



①～⑥の条件に合致する者であっても、各保険者の判断により審査会を簡素化せずに実施することは

妨げられない。

また、保険者により①～⑥に加えて新たな要件を設けることも差し支えない。

（例：コンピュータ判定結果が要支援2/要介護1の者については、状態の安定性に関わらず簡素化しな

いこととする 等）

以下の６要件のすべてに合致する者について、認定審査会の簡素化を可能とする。

【条件①】 第１号被保険者である

【条件②】 更新申請である

【条件③】 コンピュータ判定結果の要介護度が、前回認定結果の要介護度と一致している

【条件④】 前回認定の有効期間が12か月以上である

【条件⑤】 コンピュータ判定結果が要介護1または要支援2の者の場合、
今回の状態安定性判定ロジックで「安定」と判定されている

【条件⑥】 コンピュータ判定結果の要介護認定等基準時間が
「一段階重い要介護度に達するまで3分以内（重度化キワ3分以内）」ではない

介護認定審査会の簡素化①

簡素化の除外
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（介護認定審査会委員テキスト2009 平成30年4月改訂版 p.5より）

（介護認定審査会委員テキスト2009 平成30年4月改訂版 p.14より）

簡素化に伴う審査会の具体的な処理手順や、有効期間の定めに関する設定は、（介護

認定審査会委員の理解を得たうえで）保険者において決定します。

その際、少なくとも介護認定審査会（合議体）を開催し、介護認定審査会委員の確認を

経て認定結果を決定することが適当です。（介護保険法第27条他を参照）。

認定審査会を簡素化する場合においては、簡素化を実施したケースであっても保険者として

認定結果に責任を負うことから、あらかじめ審査会委員に簡素化要件や簡素化方法等につ

いて十分周知し、理解を得ることが重要です。

介護認定審査会の簡素化②
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結果通知

結果通知

※上記は簡素化方式の一例であり、法令上の基本原則を踏まえつつ、各自治体において簡素化方法を決定して差し支えない。
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簡素化要件を満たす者について、審査会を簡素化する
ことについて審査会委員に包括同意を得ておく

簡
素
化
対
象
者

一
覧
の
確
認

一
般
的
手
続

簡
素
化
対
象
者
の
手
続
例

（厚生労働省 要介護認定適正化事業 令和元年度 認定調査員能力向上研修会資料より作成）

介護認定審査会の簡素化③

17


	スライド 0: 令和８年度介護認定審査会研修会
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17

